






























































































































あったが、おそらくは財政的な考慮が優先され 新しい扶助制度の完成前に施療院財産の国有化に踏み切られた。新扶助制度の完成後は、施療院の役割は例外的で限定されたものになるはずであったが、こ 時点ではまだ施療院は一定の役割を果たしていたと考えられる でに一七九一年に教会財産は原則国有化されており、施療院財産もこの流れに沿ったも であるとは言えるが、扶助制度の完成前に施療院財産を収用したこと 、国家は 新 い扶助制度を動かしてゆくという、それだけでも容易でない課題に加えて、こ でさまざまな困難を抱え がら実質的には扶助制度の重要な部分を担っていた施療院の管理と う課題を抱える とに った。　
新しく作られた扶助制度や施療院が実際にどのような役割を果たすことができたかという点については、研究の






































とする努力をしていたことを示し いる。収穫月二三日法以後、施療院などの財産 国有化され、それに代わって国が費用を負担することになった。共和歴三年葡萄 ころから委員会に対する通信が非常に多くなったが、大半が施療院などの事業の遂行に必要 ものを訴えるだけで、必要性を示す十分な資料がつけられていない。そこで 委員会は、報告書 形式を統一し、各施設ならびに全体と とされているものをより容易に把握できるようにしようとするのであ
る??
?。委員会は、統一された形式の報告に基づいて各施療院の事業に必要な費用を判断し、資金










の内実はモンリノによって書か ている。ここでは、収穫月二三日法以後の施療院の窮状を示し、収穫月二三日法がきわめて拙劣な法であることが示され、法の廃止が求められている。デルクロワは、収穫月二三日法は慈善施設に決定的な衝撃を与え、思いがけない管理体制の変化によって、食料など生活必需品の調達から秩序の維持、将来予測まで大 く狂わせてしまったと言う。収穫月二三日法は、われわ が困窮した人々を助けなくてはならないのだという普遍的道徳の基盤も破壊してしまい、政府のみによって百万人以上 人の必要を満 すべきだとして、支出すべき大きな費用に押しつぶされて ま ると論じ、さらに、公的扶助委員会が、各施療院の必要性を把握し、物資を配分する的確な手段を持って ない 、また全般に収穫月二三日法に対す 懸念、苛立ち、失望が広がっていることなどを次々と指摘 、さまざま 観点からこの法が拙劣なものであることを強調する。そして デルクロワは 施療院 の窮乏状態を強調し、収穫 三 法を廃止す か少なくともその執行を一時停止すべきあると論じるのであ
る??
?。デルクロワの報告は国民公会でも受け入れられ、公的扶助委員会と財政委員会で検討され







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































礎としては、一応病人については六 〇リーブル、老人と女性については三 〇 子供 ついては二五〇リーブルという一年あたりの扶助額が示されて るが 実際にこ 額をどう使うかは各地方にゆだねられておりまたそれぞれの地方は施療院 、
個人からの寄付をこれに上乗せして扶助に当てることができる。






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































によって、国家によって扶助を一元的に管理し、全国平等に過不足のな 扶助を行うことで 必要な扶助を提供しながら、過剰な扶助を廃し 怠惰 招かないようにするということが目指されていた。これは、個人の施しも含めて国家 一元的に管理することで 過不足の 扶助を行わなければかえっ 怠惰を招き、貧困を増大させるという議論であり、必ずしも個人の施 を認めず、国家だけが責任を負う いう議論ではない。　
デルクロワやザンギアンコミの批判は、収穫月二三日法に集中しており、花月二二日法には依然として一定の評












































































































































きな変化である。一七八九年一一月に教会財産が国有化されて以後も、救貧事業に当たる施療院は、共和歴二年収穫月二三日法までは 財産国有化の例外となり独立して活動に当たってきた。その後、収穫月二三日法の執行が停止され、この葡萄月一六日法で最終的に廃止されるが、 の間も施療院はそれぞれ一定の独立性を持って活動してきたのだが によって、施療院は市町村の管理下 完全に組み込まれ、その直接的な監督下に扶助事業に当たる とになり、これま の独立性を失う とになる。 期に追求さ 国家による扶助は、総裁政府の時代にいたって、公的 権力ではあるが、国家ではなく による扶助を基本 するという形で現実のものとなっていく。　
市町村の下に置かれた施療院による扶助の体制が整えられる一方で 革命が始まって以来、高く評価されてきた
































期の扶助制度は完全に方針転換されることとなった。国民公会の時期は、批判は収穫月二三日法に集中しており、花月二二日法などそれ以外の法については、批判よりもむしろこれを維持していこうとす 傾向が強かったが、この霜月七日法は、革命期の扶助制度 基本法たる一七九三年三月一九日法を廃止し、またその実際上 中心的な法となっていた花月二二日法を廃止することで、革命期の扶助制度を完全に廃止することになった。人権としての扶助を受ける権利はもはや認められず、
貧者を援助する中心は国家から市町村に移される。
在宅扶助のための資金は、







































という配慮が一つの流れとしてはあった。最高価格令は、財産を持たない者でも働くことによって賃金を得、賃金と生活必需品の価格のバランスを強制的にでも確保するための施策でもある。こうした財産や自らの労働によって生きてゆけない者を、基本 には現金を支給することで援助し、また働くことができる者には 仕事を提供することで援助しようと う が扶助制度の基本であり、土地配分策や価格統制 あり方とも連動 な ら扶助制度についての議論が続けられ、立法化がされていった。　
この時期、ロベスピエールやサン?ジュストなど権力を握ったモンターニュ派の中心人物もさまざまな機会に発









れてきた。この点は、九三年三 法でも確認され、施療院の財産については 扶助制度の完成を待って国有化することになっていた。革命の扶助制度の構想では、在宅扶助が基本となっており、施療院による扶助は、例外的なものでしかなか が、新しい扶助制度が未完成のうちは、これまで救貧活動の中心となってきた施療院が 救貧活動を続けていく必要があった。新しい扶助制度に関す 議論では例外的な役割しか持たない施療院は、しかし革命が始まって以後も実質的には扶助の重要な役割を果たし続けてきた その活動の基礎として自分の持っている財産からの収入が大きな部分を占めてきたのである。その めに、教会財産の国有化以後も施療院に関してはそ 例外とされてきたし、施療院財産 国有化する は、新しい扶助制度が完成した後とされた である。 は、革命期の扶助制度 なか は議論の中心とはならなかっ が、実際には大きな役割を果たし た である。　
しかし、おそらくは財政的な考慮から、制度が完成しないうちに、施療院財産の国有化が行われた。施療院の財









が確認される。一方で各市町村に福祉事務所が設置され、救貧税や個人の寄付を財源として在宅扶助に当たるという体制が作ら てゆく。ここでは、施療院がそれぞれの施設毎に独立して活動するのではなく、市町村の管理下に置かれたのは、アンシャン?レジームとは異なる大きな?革命?となった。こ 後在宅扶助も続い ゆくが、救貧税なども施療院の財源となるなど、その位置づけは低下してゆき、在宅扶助を基本とする革命期の構想は消えてゆく。そしてなによりも革命期に理想 され 国が の責任を負い全国一律に過不足のない扶助を提供するという構想は捨てられ、 や在宅扶助を市町村毎に管理してゆく市町村を中心に た?公的?扶助制度が作られ ゆく。　
公的扶助制度については革命の初期から議論され、実際に国民公会の下で制定された立法も、立憲議会以来の議





に対しては一定額を支給するという現代から見れば比較的単純なものである。また、年金や保険といった手段は、コンドルセの議論には一部現れているが、これは現実にはほとんど影響を及ぼしていない。とはいえ、こうした公的扶助制度が議論され、曲がりなりにもそれを実現しようとしたことは、フランス革命のひとつの側面として注目に値することではないだろうか。革命期 は、実際には実 しなかったが、コンドルセらを中心に公教育についも熱心に議論されていたこともよく知られている。一般 社会権と呼ばれる生存権や教育権に類似した権利がフランス革命の中でも大きな問題となっていたということは確認できる。こうしたことは、フランス革命が実現しようとした国家は、必ずしも単純な自由主義的な国家ではなかったということをも表している。　
しかし、仕事の提供といってもこれは必ずしもリアンクールらが一方で強調するような過不足のない形での提供
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